
雲南市環境会議
（地産地消のエネルギー編）

第1回：R6.3.  7（木）19:00～
第2回：R6.3.14（木）19:00～
第3回：R6.3.21（木）19:00～
第4回：R6.3.28（木）19:00～
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内 容

１．地域脱炭素の背景・目的
２．雲南市の現状
３．雲南市の地域脱炭素の進め方
４．雲南市における再エネ導入の

現状とポテンシャル
５．エネルギー事業の先進事例
６．雲南市のエネルギー事業の方向性
７．エネルギー事業者創設
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１．地域脱炭素の背景・目的
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１．地域脱炭素の取組の背景・目的：気候変動の影響
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１．地域脱炭素の取組の背景・目的：気候変動の影響 雲南市の状況
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１．地域脱炭素の取組の背景・目的：気候変動の影響
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１．地域脱炭素の取組の背景・目的：気候変動を踏まえた日本の動き
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１．地域脱炭素の取組の背景・目的：脱炭素社会 日本の動き



１．地域脱炭素の取組の背景・目的：目的
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２．雲南市の現状
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２．雲南市の現状：CO2排出量
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２．雲南市の現状：エネルギー消費量
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２．雲南市の現状：電力の状況

●雲南市内で使用される電力の９０％が化石由来
●雲南市内の再生可能エネルギーの供給割合は、太陽光66%、水力34％、
全体の供給割合としては10％以下にとどまっている
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２．雲南市の現状：雲南市におけるエネルギー代金流出額（2018年）
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うち、電気代２８億円



3.雲南市の地域脱炭素の進め方
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３．雲南市の地域脱炭素の進め方：脱炭素宣言
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３．雲南市の地域脱炭素の進め方：目標と基本コンセプト１

17



３．雲南市の地域脱炭素の進め方：目標と基本コンセプト２



３．雲南市の地域脱炭素の進め方：脱炭素社会に向けたプロジェクト

19



３．雲南市の地域脱炭素の進め方：CO2排出量の将来予測（プロジェクト推進）
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３．雲南市の地域脱炭素の進め方：1.地域脱炭素の取組の背景、2雲南市の現状
から分かること

●気候変動課題解決に向けたパリ協定を基に、日本でもカーボンニュートラル宣言がなされた。その実
現に向け地域脱炭素の取組が重要視され、雲南市も脱炭素に向けて取り組む必要がある。

●脱炭素の取組を実施することで地域経済循環を実現することができ、年間78億円が域外へ流出
しているエネルギー支出の対策になったり、レジリエンス強化、雇用の創出といった地域課題解決にも
つながったりするため取組は必至である。

●雲南市の需要動向を分析すると、雲南市のエネルギー消費量(需要量)は、石油と電力を動力と
したエネルギー消費量が8割以上を占める。電力消費の内訳は産業が5割弱を構成し、次に家庭部
門消費が大きい。

●この電力需要に対して再生可能エネルギーに関する動向を調査したところ、事業者はPPA事業へ
の取組や再エネ由来の電力への乗り換えに関心を示している一方、住民はPV・PPAへの関心度が
低い。但し、電気料金が安くなるなら再エネ由来の電力を導入したいと回答した住民が多かったため、
再エネ転換には丁寧な住民説明が必要である。
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４．雲南市における再エネ導入の
現状とポテンシャル
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４．雲南市における再エネ導入の現状とポテンシャル
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４．雲南市における再エネ導入の現状とポテンシャル
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４．雲南市における再エネ導入の現状とポテンシャル
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５．エネルギー事業の先進事例
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５．エネルギー事業の先進事例：自治体・事業者ヒアリング（事業目的に関する示唆１）
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５．エネルギー事業の先進事例：自治体・事業者ヒアリング（事業者に関する示唆）
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５．エネルギー事業の先進事例：自治体・事業者ヒアリング（事業目的に関する示唆２）
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30

５．エネルギー事業の先進事例：宮古島に注目

• テレビ朝日 「進化し続ける「太陽光発電」 南国の島の挑戦 「電力自給率100％」実現したホテルも」
https://news.tv-asahi.co.jp/news_society/articles/000310787.html

https://news.tv-asahi.co.jp/news_society/articles/000310787.html


５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 背景となる課題
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 エネルギー供給ビジョンとゴール
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 具体的な取組
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 取組による地域メリット
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 宮古島未来エネルギー、ネクステムズの概要
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 事業体制
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 将来の構想
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５．エネルギー事業の先進事例：宮古島 先行事例としてのポイント
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６．雲南市のエネルギー事業の
方向性
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：基本的な考え方１
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：基本的な考え方２
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：中長期シナリオ
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：事業体制
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：エネルギー事業に活用できる交付金(補助金）
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：脱炭素選考地域の選定状況
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：ロードマップ
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●先進事例として、エネルギー地産地消を目指し、太陽光＋蓄電池を点でなく面で展開、機器の譲渡を前提としないサービス型
で電気を供給し、VPPを実現しようとしている沖縄県宮古島の事例をベンチマークした。

●宮古島はビジョンを持った先駆者である比嘉氏を中心に沖縄電力と密に連携し、地元企業を巻き込んだ事業推進を実施でき
ており、雲南市の目標事例となる。

●雲南市の目指す姿を実現するためにはPPA事業と電気小売事業のスキームが必要であり、脱炭素先行地域の先進事例を
中心に調査し、下記の重要な示唆を得た。
①“レジリエンス強化“”地域内経済循環”“雇用創出”といった地域課題に加え、地域固有の課題を解決するようなビジョンを
掲げ、そのビジョンに共感した先駆者を主軸としたステークホルダーと事業を創っていくことが重要。
②需要家のターゲティングとして、公共施設や事業者等大きな需要家へ導入し、次に家庭部門へ導入していくのがよい。
③PPA事業のポイントは右記の通り：PV導入→蓄電池・EVを活用した調整力の確保→VPPとして面で制御
④電気小売事業のポイントは収益性確保のためにいかに域内電源を確保できるか、ノウハウを内製化し、地域外企業に
“丸投げ”しないかが重要。

●上記調査に加え自治体ヒアリングを実施した所、どの自治体も主体的に動く事業者が存在し、行政主導で進めているわけでは
ないことが分かった。また、どの自治体も需要家の獲得には苦労していて、面で押さえていく構想や戦略を描ききれておらず、良く
も悪くもできることから始めてしまっている現状が散見された。

●また、分散型事業になるため儲けづらく、大資本が入りにくかったり国の補助が入りやすかったりする点から、参入障壁は低いが、
大きく広げることはできておらず今後の道筋も不透明な自治体が多い。

●上記の結果を踏まえ、今後雲南市としてエネルギーの地産地消を実現するには、①社会的使命感、②認知度・信用・ブランド、
②長い時間軸・空間軸に耐えられる財務基盤の3つを持つ企業が、先駆者と共に社会インフラづくりの構想・戦略を描き、
エコシステム・コミュニティを形成しながら、事業を立ち上げていく必要がある。

●具体的な戦略として、令和7年度の脱炭素先行地域採択をマイルストーンとし、まずは市民、大企業・先駆者と雲南市の有力
企業との対話・議論を進めていく必要がある。

●先行地域採択後は2030年のエネルギー自立に向け太陽光を中心としたPPA事業を立ち上げ、再エネ電源の確保・普及に
向けた体制作りを始めたい。
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６．雲南市のエネルギー事業の方向性：まとめ



７．エネルギー事業者創設
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７．エネルギー事業者創設：方針

１．基本方針

（１）基軸
■雲南市脱炭素社会実現計画に基づき、R5エネ高調査報告書を参考に進める。
■協働のまちづくりを基本に、市民、事業者、行政で共通認識をもちながら進める。

（２）プロセス
■事業化までは、プロセスを重視し、対話を丁寧に繰り返しながら進める。
■事業化以降は、事業性が必須になるが、協働性は軽視することなく進めていく。
■特に、地元不在とならないよう留意すること。

（３）地域の自立のための再エネ
■地域の自立のための再エネの普及推進であること。
■マイクログリッドの構築を念頭に、コミュニティ力、市民力を活かして進めること。
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①目指す姿の
共通認識

③事業化の検討

⑥設立法人との連携協定

事業開始

Ｒ６
３～４月

５～１０
月

１１月

Ｒ７.４月

・オープンな場（環境会議・地産地消のエネルギー編）
…３月毎週1回、計4回 4月未定
（①構想内容 ②先進事例の紹介 ③今後の進め方 ④まとめ）

👈 国・県補助金の整理も

７．エネルギー事業者創設：進め方（草案）


